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Public　Interest　and　Public－Private　Partnership　in　Library
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Service
SAITO　Yasunori
　　　　In　this　paper，　the　public　interest　of　library　service　in　the　public　library　are　discussed　using
the　theoretical　studies　on　the　public　interest　in　political　science．　And　then　the　characteristics　of
the　public－private　partnership　in　library　service　are　studied　based　on　the　analysis　of　the
agreements　and　the　collaboration　between　the　government　and　the　private　sector　in　which
partial豆y　or　totally　public　activities　in　the　public　library　are　perfbrmed　by　the　private　sector
including　NPO．
　　　　According　to　the　J．Z．　Nitecki’s　study　on　the　public　interest　of　librarianship，　the　public
interest　of　library　service　consists　of　‘‘service”，“education”，　and　“arbitration”．　Of　these　three，
what　is　the　most　important　is“arbitration”C or“奄獅狽?窒高?р奄≠窒凵h，　that　is　to　provide　the　library
materials　which　discuss　the　controversial　matters　from　various　points　of　views　with　users．　This
arbitration　as　public　interest　explains　the　mission　of　the　pubhc　library　in　democratic　society，
and　is　man晩sted　in　the‘‘Library　Bill　of　Rights”．
　　　　The　three　types　of　definitions　on　public　interest　are　proposed　by　Nitecki．　These　definitions
are　procedural，　conceptual　and　contextual．　The　procedural　one　is　related　to　the　conservational
function　of　libraries．　The　conceptual　one　explains　the　educational　function　of　libraries．　It　is　the
contextual　one　that　explains　the　arbitration　or　intermediary　function　which　hnks　the　user　to　the
rnaterials　reflecting　various　aspects　of　opinions　on　the　subject．
　　　　Finally　the　public－private　partnership　in　library　service　is　discussed．　Several　public
libraries　in　Japan　have　already　introduced　the　privatization　in　some　phases　of　library　service．　So
the　author　analyzed　the　agreements　between　the　governlnent　and　the　private　sector　such　as
NPO　or　the　SPC（special　purpose　companies）which　are　organized　to　perform　the　public
activities．　It　is　fbund　that　the　roles　of　government　are　the　policy－making　on　hbrary　service　and
the　monitoring　on　the　perfbrmance　of　private　sectors．　It　is　concluded　that　the　public－private
partllership　in　library　service　is　government－oriented　and　the　initiatives　of　the　private　sector
are　not　necessarily　secured．
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図書館サービスの公益と官民パートナーシップ
齋藤泰則
はじめに
　公立図書館は市民の情報・資料への要求の充足を使命として地方公共団体により設置された機関
であり，貸出やレファレンスをはじめとする図書館サービスは公共サービスとして提供されている。
現在政府において進められている公共サービスの民間開放政策は公立図書館のサービスにも及ぼう
としている。既に，民間活力の導入による効率的な図書館運営を目的に，公立図書館では様々な形態
で民間委託が進行している。こうした公共サービスの民間開放の動きを行政の責任放棄として批判す
ることは容易であろう。しかし，公共サービスの民間開放については，これまでのような行政への依
存意識を改め，新たな公益（public　interest）観のもとで官と民の役割を根底から見直し，官民パー
トナーシップの確立を目指す取り組みとして前向きに捉え，公共サービスの充実を図る手法として位
置づけることが重要である。
　本稿では公立図書館のサービスが公共サービスとして担う公益について検討するとともに既に民
間開放を進めている公立図書館の事例をもとに，図書館サービスにおける官民パートナーシップがど
のような形態で成立するのかを考察する。そこで，1章では，公益概念について取り上げ，図書館サー
ビスの公益を検討する枠組みを設定する。それを受けて，2章では図書館サービスの公益について理
論的に検討する。3章では，新たな公益観に立った公共サービスの民間開放の考え方と手法について
取り上げる。4章では，現在，図書館サービスの民間開放を進めている公立図書館の事例をもとに，
図書館サービスの民間開放に関する考え方と手法について考察する。
1．公益（public　interest）概念に関する検討
1．1公益概念の整理
　公益に関する解釈については，社会的価値の実現を公益とみなす解釈とそれ以外の解釈に大別され
る。1）それによれば，社会的価値の実現を公益とみなす立場は，個々の社会構城員の価値観とは無関
係に，社会にとって正しいと推論される価値すなわち道徳的断言命令としての社会的諸価値：公共
善の実現を公益と考える。それに対して，個々人の利益の総和としての社会全体の利益の最大化，す
なわち全体効用の最大化を公益とみなす考え方がある。この考え方はベンサムの「最大多数の最大幸
福」に象徴される功利主義を基礎においた公益観といえるものである。
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　社会的価値の実現を公益とみる前者の立場の難点は，公益が政府にとって常に正しい指針であると
は限らない点にある。たとえば白人至上主義を信奉する社会であるからといって，政府がその価値
を公益として実現することには大いに問題があろう。2）この公益観はある特定の価値を重視する共同
体論につながるものでもある。共同体論のもつ最大の問題点は，共同体の価値からはずれるものを排
除しかねない危険性を孕んでいることにある。この点において，共同体論は，価値の多元化を前提と
し，複数の価値の共存を重視するリベラリズムの考え方とは対極に位置するものである。
　一方，全体効用の最大化を公益とする立場は，ある人の効用は他の人の効用と同程度に好ましいと
の前提に立つものであり，効用に伴う目的の如何が問われることはない。3）個々人の利益がもたらす
効用を個別に取り上げることをせず，社会全体の効用の最大化を重視する公益観からは，社会的弱者
の利益を優先する政策提言は期待できない。
　こうした2種類の公益観に関する問題点を踏まえ，足立はpublicとinterestという各用語のもつ
意味の検討を改めて行い，公益（public　interest）に対して次のような定義を与えている。
　interestに関しては，「ある行為や政策Xがある人Aの利益になる（X　is　A’s　interest）」とは，「X
がAの願望実現のチャンスを増大させるであろう。」を意味するものとして，その概念を規定してい
る。ここで注意すべき点は，この規定には，XがAの利益かどうかに道徳的考慮は含まれていない
こと，AはXを望むという願望表現でもないこと，さらにXがAの願望を満たしてくれるという願
望実現を意味するわけではないこと，である。このように，ある行為や政策XがAの利益になるこ
とは，Aの願望を直接表現してもいないし，その実現を直接，意味するわけでもない。しかし，　A
にとってXが利益となるということは，XはAにとって願望となりうる対象であり，それが実現さ
れればAの利益となろう。こうして，足立は，ある特定個人にとって，ある行為・政策が利益
（interest）であるとは，その個人にとってXが自らのある特定の願望の実現のチャンスを増大させ
るものであると，規定している。4）
　次に，publicの概念規定であるが，　publicに付与されている種々の規定のうち，公益（public
interest）の理解にとって重要となるpublicの意味を「コミュニティのすべての構成員に開かれたと
ころの，一定の条件を備えたすべての人（名詞としてのpublic＝公衆）によって享受されたり，共
有されたりするところの，公衆の，公開の」であると考える。すなわち，特定の個人ないし諸個人と
はなんら直接の関係をもたないものの，コミュニティのなかのいかなる構成員にも無差別に関係する
概念としてpublicを捉えるのである。5）public　library（公共図書館）というときのpublicの意味は，
まさにこの概念規定にあてはまる。つまり，その利用や享受が特定の私人に限定されるのではなく，
一般に開放されているという意味でのpublic概念がpublic　libraryにおけるpublicが意味するとこ
ろである。
　以上の考察をふまえ足立は，公益（public　interest）を「ある行為や政策Xはpublic　interestで
ある（に適合する）」とは，「Xは人々が公衆として共有するところの願望を実現するチャンスを増大
させるであろう。」と規定している。6）
　ところで，実際に公衆が共有する願望は，消極的願望と積極的願望の二つのカテゴリーに分けられ
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る。7）消極的願望とは危険や好ましくない事態の除去・緩和への願望であり，治安活動などが該当す
る。それに対してよりよいサービスを求める積極的願望としては，教育や医療サービスなどがあげら
れる。
　そこで問題となるのが，行政と公益（public　interest）との関係である。ある行為や政策が公益
（public　interest）に関わるものであることと，それを行政が担うかどうかということとは直接的な
関係はない。上記の消極的願望の対象は行政が担うべき範囲と一般に了解されているものだが，積極
的願望の対象は直ちに行政の範囲となるわけではない。ところで，行政が担うべき政策は，公益
（public　interest）に依拠して選択されるものばかりではない。例えば，障害者や経済的弱者に対す
る優遇措置などは，従来の公益の視点からはおそらく説明できないであろう。そのような優i遇措置に
関する政策の意義は，公益とは別の原理すなわち，正義や平等という観点からの説明が必要となる。
しかし，次節において示すように，正義や平等という原理に立った政策は，決して社会全体の公益と
矛盾するわけではないのである。
　積極的願望の対象である教育，特に義務教育については，行政が深く関与する政策であるが，その
関与の程度と範囲について公益の観点から決定することは適切ではない。ここでも，正義や平等とい
う政策原理が重要となる。教育への政府の関与について，ミル（J．S．　Mill）は『自由論』のなかで次
のように述べている。教育への政府の関与のあり方が問題となっている現在，ミルの論点は極めて示
唆的であるのでやや長くなるが引用する。
　　　国家は，全国民に対して教育を強制すべき義務をもっているということが，一度承認されるな
　　らば，国家は何を教うべきであるか，また，いかに教うべきであるか，ということについての困
　　難はなくなるであろう。（中略）もしも政府があらゆる児童のために良い教育を要求することを
　　決意するならば，政府はそのような教育を授ける煩雑さを免れることができるであろう。政府
　　は，親たちの欲する場所と方法で教育を与えることを親たちに一任し，政府自身は，貧困な児童
　　の授業料の納付を補助し，学費の支弁者をもたない児童の学費全額を支弁することで満足するこ
　　とができるであろう。
　　　（中略）国民の教育の全部または大部分が，国家の手に委ねられることを非難する点では，私
　　は何びとにも譲らないものである。個性のある性格や，多種多様な意見と行為の形式の重要なこ
　　とについて，これまでに述べたすべてのことは，多種多様な教育もまた，これと同じく言語に絶
　　する重要さもつものであることを意味している。8）
　教育は，公益（public　interest）への積極的願望の対象となりうるものだが，この教育と行政との
関係については，きわめて微妙な問題を孕んでいる。ミルは，教育自体，確かに国家の関与すべき領
域があるが，それはあくまでも，経済的弱者への経済支援であって，教育に対する国家の役割をその
範囲に限定すべきであると指摘しているのである。ミルが『自由論』において一貫して主張している
のは，多種多様な意見の許容とその並存状況の重要性であるσ個人の思想信条の形成に深く関わる教
育という行為について，行政の担うべき範囲は慎重に扱うべきであり，行政による教育内容の規定は
厳に慎むべきであると，ミルは主張しているのである。
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　2章では，図書館サービスの公益に教育的機能があることを示すが，教育への図書館の関与を検討
するうえで，ミルの考え方は極めて重要な手がかりを与えるものであり，現在の図書館サービスを規
定する原理がミルの『自由論』に依拠していることを明らかにする。
1．2　公益とロールズの正義論
前節では，行政が担う政策の選択においては，公益（public　interest）とは別の原理すなわち正
義および平等の原理が必要になると述べた。一般に，正義や平等という原理は，利益（interest）や
願望とは無関係な倫理的次元に属する市民社会のイデオロギーとして捉えられるものである。しかし
ながら，正義と平等の原理は，決して人びとが信奉するイデオロギーではなく，人びとが社会におい
て自らの個人的利益を追求しようとするならば，依拠せざるを得ない原理として成立するものであ
る。このことを明らかにしたのが，政治哲学者ロールズ（J．Rawls）である。ロールズはその著書『正
義論』のなかで，社会において個人がむきだしの私益を重視するところに成立する正義と平等の原理
を明らかにしている。9）すなわち，公益を個人の利益から生じる効用の集合であり，社会全体の効用
を最大化するものとして捉える公益観と矛盾することなく，行政の政策原理となる正義　自由，平等
という原理が導かれることを示したのである。土屋も，ロールズの正義論について“市民的自由と平
等という近代の政治思想を，市民社会のイデオロギーではなく，人々の合理的選択が到達せざるをえ
ない，社会システム”10）として，その意義を高く評価している。
　では，何ゆえ，人々は個人的利益を追及しようとして合理的選択を行うとき，平等という正義の原
理を採用し，それが公益の達成につながるというのであろうか。ロールズは，正義の原理を選択する
ときの条件として「原初状態」と称する次のような状態を設定している。すなわち，ある人間は社会
の一般的事実についてすべて知っていて，しかも他人の利害に無関心で，自分の有利な条件を追及す
るような状態である。11）ここでいう社会の一般的事実とは，人間社会における差別，不平等，貧困
などである。原初状態では，これらの社会的事実を知るなかで，自分の利益を最大化する人間が想定
されている。さらに，「無知のベール」という重要な条件が加わる。すなわち，自分のアイデンティ
ティについてはわからない状態である。具体的には，自分がどのような能力をもち，どんな階級に属
し，どの程度の経済力をもちえるのか，わからない状態であり，また，どのような思想・信条を支持
し，いかなる宗教を信仰するのかも，わからない状態である。
　このような「原初状態」と「無知のベール」という条件設定のもとでは，人々は合理的選択をする
とき，平等という正義の原理に依拠する，というのがロールズの正義論の要諦である。人間の合理的
選択行動が平等という正義の原理に従うメカニズムについて，土屋は次のような日常的な出来事を通
して明快に説明している。ある有名なケーキ屋で買ってきたイチゴのショートケーキがテーブルに
あったとする。これを5人で分けて食べようとするが，全員，大好物なので，人より大きいところを
食べたいと思っている。ケーキにナイフを入れる人が最後に残ったところを食べることにした。この
とき，ケーキを切る人は，均等に切るだろう。なぜなら，均等に切らないと，大きい部分を先にとら
れ，一番最後に，小さい部分が残り，それを食べるしかないからである。12）この事例は，平等とい
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う原理に基づいて行動することが自己の利益を最大化することを意味している。この原理は社会的な
事象一般における選択行動原理にまで拡張可能なものである。自分がいつ何時不幸な状態，悲滲な境
遇に陥るかもしれないとするならばそのときに被る不利益を最小限にするための政策を選択するこ
とが，個人にとって合理的な選択となるからである。
　無知のベールを仮定するとき，社会は経済的不平等を是正する政策多種多様な価値観の存在を認
めることが必要となる。なぜなら，われわれは自分の置かれている現在の状態今後の状態について
すべてを知りえているわけではない。現在は経済的に恵まれており，また，ある思想・信条を支持し
ていても，将来にわたって，その状態が継続するという保証はない。そうであるならば経済的に困
窮した状態に置かれた場合に救済される社会制度があることが望まれる。また，今とは異なる思想・
信条を信奉することになっても，そうした思想・信条への信奉が認められている社会であることが好
ましい状態といえよう。このように，無知のベールのもとでは，多種多様な意見や考え方が認められ，
不平等を是正するような社会が，長期的に見て私益を追求する個人にとって最も望ましい社会とな
る。
　こうして次のロールズの正義の原理が導かれることになる。
　　第一原理基本的自由に関しては全員に平等な分配を命じる。
　　第二原理　社会的・経済的不平等を，①公正な機会均等等，および②最も不遇な人々の利益の最
　　　　　　　大化を図る（格差原理），という二つの条件にあわせて調整する。13）　　　’
　ロールズの正義論からみるとき，自己の利益と公益（public　interest）としての社会全体の利益は
決して矛盾するものではない。自己の利益を最大化しようとするとき，社会的公正という正義の原理
を選択せざるをえないのである。このロールズの正義論は，自由主義社会の基本的原理として機能す
るばかりでなく，行政が取り組むべき政策課題を決定するうえで重要な原理として位置づけられよ
う。
　教育への国家の関与の範囲を，教育を受けるために必要な経済力のない家庭や子どもたちへの支援
にとどめるという先述のミルの考え方は，次のようにして，ロールズの正義論から説明することがで
きる。すなわち，基本的自由の平等な配分を規定した正義の第一原理によれば，思想信条の「自由」
は尊重されなければならず，教育内容への国家の関与は否定されなければならない。また，最も不遇
な人々の利益の最大化を規定した正義の第二原理（格差原理）からは，経済的に恵まれていない子ど
もや家庭への支援の必要性が導かれる。
　ロールズの正義論において特に重要な点は，繰り返しになるが，自己のアイデンティティを確定で
きないという「無知のベール」であり，それゆえ多様な価値観が並存する状況が保障されていなけれ
ばならない，ということである。そこで，多様な価値観が並存し，自らがどの価値観に依拠するかが
わからない状態では，常に多様な価値観に接する公正な機会を人びとに保障することが重要となる。
ロールズの正義論は，多様な価値観へのアクセス機会を保障する仕組みが確立していることこそが社
会全体の公益につながることを示唆しているのである。この多様な価値観へのアクセス機会を保障す
るために社会に要請される存在が図書館なのである。
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1．3　手続き主義・概念主義・文脈主義による公益の定義
　ニテッキ（JZ．　Nitecki）は，図書館サービスを公益（public　interest）の観点から考察している。
その詳細は2章で取り上げることとし，ここでは，ニテッキが図書館サービスの公益を考察する際に
使用した公益の定義について，1，1節で取り上げた公益に関する二つの考え方との関係にも言及しつ
つ見ておきたい。その定義は表1に示した手続き主義概念主義文脈主義の各定義に分けられる。14）
表1　公益に関する定義
解釈
手続き 概念 文脈
公益
@　“公共（public）”
@“利益（interest）”
@　　　定義
伝統的
@的
K範
持続性
W合性
`式
総和
ﾂ別
ﾔ度
出典：Nitecki，　J．Z．“Public　lnterest　and　Theory　of　Librarianship，”
　　　College（昼Research　L　ibraries，　vol．25，1964，　P．276．
　まず，手続き主義だが，これは，公益を手段として，すなわち社会の全体的な目標を実現する方法
を定めた「規範」として公益を定義するものである。この定義では，「公共（public）」は歴史的展開
のなかで確立された価値の積極的な表明として考えられており，「伝統的な」枠組みのなかで捉えら
れている。しかし，手続き主義による公益の定義では，価値自体の探究には関与しない。歴史的展開
のなかで確立された価値は，社会のなかの集団の利益の共存を規定した「法律」のなかに示されてい
ると見るからである。それゆえ，法律に従った集団の利益は伝統的に確立された価値の発展に寄与す
ることにより「公共的なもの」となる。こうして，公益に関する手続き主義的定義を支持する者の役
割は，歴史的に確立された価値を獲得する最適な手段を提供することにより，そうした価値の実現を
支援することにある。
　この手続き主義的な公益の定義は，共同体における社会的価値を重視する点で，公益に関する第一
の解釈，すなわち社会的価値の実現を公益とみる考え方に相当するものである。そこには，個人のア
イデンティティの複数性や，複数の物語を生きる人間，世界の複数性を横断的に生きる個人，無縁の
公共性は認められていない。ここで，無縁の公共性とは，“家族身分，階級といった，人間の出
生にかかわる自然の共同体から離れ，無縁の者たちによって作られた人工の共同性”15）が作りだす
公共性である。共同体論においては，人間は一つの物語を生きるものであり，その基盤に家族都市，
国家をおく。公益の手続き主義的定義には，共同体論と同様に個人のもつ複数性，価値の多元化への
視点が欠けている。
　次に，公益の概念的な定義であるが，これは社会が熱望するモデルや「形式」となるような公益の
理想的，「持続的な」概念の受容に基づいている。この定義では，社会全体の「集合」としての利益
を重視し，ある特定の集団の利益を優先的に取り扱うことを拒絶する。複数の集団が相対立する利益
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を相互に主張する場合，公益の概念的定義に依拠する者は，社会の究極的な利益に向かって集団の利
益をその方向に変え，再解釈するという「教育的な機能」を発揮し，社会の統一化を図ろうとする。
このように，教育的機能を重視する点に公益の概念主義的定義の特徴がある。こうした公益観は，共
同体の価値を前面に出し，その価値に照らして特定集団の価値を評価しようとするものといえる。
　公益の手続き主義的定義と概念主義的定義は，いずれも社会の究極的な価値の存在を前提にしてい
る点で共通しており，前者がその価値の獲得を保証する手続きの側面に，後者はその価値へと集団を
導く教育的機能にそれぞれ焦点をあてている点に違いがある。
　最後の公益の文脈的定義は，実際に対立する状況において生じる特定の集団の利益の解消を支援し
つつも，公益を「個別の」の集団の利益の「総和」として考える立場である。この公益観は，前節で
示した全体効用の最大化を公益とみなす第二の解釈に属するものといえる。公益の文脈的解釈におい
ては，公益は数多くの利益の共存を決定するような「態度」の定式化を志向し，そのために個々の集
団による利益の表明を促すことが重視される。この公益観は，多様な価値観の共存と人間の複数1生，
無縁の公共性の意義を重視する点で，共同体論の考え方とは大きく異なる。
　次章では，ニテッキの図書館サービスの公益論を取り上げるが，図書館サービスがこれらの3つの
公益の定義に対応した公益を発揮していることを示す。
2．図書館サービスの公益
　公立図書館の目的は，サービス対象である個々の市民と市民が構成する社会の公益を実現すること
にある。その公益とは，図書館を利用する市民似下，利用者）の求める情報・資料を提供すること
により，利用者が得る個々の利益からもたらされる効用の総和として捉えることができる。しかし，
ここで注意すべきことは，図書館サービスの目的は，あくまでも個々の利用者の要求を充足すること
であって，利用者全体の利益と効用の総和を最大化することではない。利用者全体の利益と効用の総
和を大きくすることに力を傾注するあまり，ある特定の利用者の利益と効用が無視された状態にあれ
ば，その総和は何の意味もない。
　一例をあげよう。視覚障害者へのサービスの提供には，点字資料の作成朗読サービスなど，図書
館側は多くの時間と労力を必要とする。利益の総和という観点からいえば視覚障害者へのサービス
に要した時間と労力を一般利用者に振り向けたほうが，利益の総和は大きくなる。それゆえ，図書館
は視覚障害者へのサービスを提供しない，という選択をしたほうが，その図書館の存在意義はない。
このような選択は，ロールズの提示した正義の第二原理，とりわけ格差原理である「最も不遇な人々
の利益の最大化を図る」という点からも否定されなければならない。
2．1要求の3類型と図書館サービスの公益
　利用者が自らの要求を満たす情報・資料を得るために，図書館に提示する要求は，次の3種類に分
けられる。第一に，特定の資料を要求することである。ここで，特定の資料とは，著者や書名など，
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書誌的事項の一部がわかっているような資料である。第二に，特定の主題に関する資料を要求するこ
とである。すなわち，その主題の理解や学習にあたって，どのような資料を利用すればよいかわから
ない場合に生じるような要求である。このように図書館に提示される要求は，一般に前者のような既
知文献探索を求めるものと，後者のような主題探索を求めるものに分けられる。
　ニテッキは，これら二つの要求に加えてt第三の類型の要求の存在を指摘する。すなわち，特定の
主題に関して多種多様な意見や理論が提示されているようなテーマについて，それぞれの意見や理論
を扱った資料が要求されるような場合である。16）この第三の類型の要求は，複数の主義・主張・考
え方があるようなテーマについて，利用者が自らの考え方を選択し決定するために図書館に支援を求
めてきたもの，と見ることができる。
　この第三の類型の要求は，図書館の存在意義に直接関わる極めて重要なものである。この第三の要
求に対する図書館への適切な対応こそが自由主義社会において図書館に期待される基本的な機能とい
える。後述する米国の『図書館の権利宣言』はこの第三の要求に対応する図書館の基本的な姿勢を表
明した宣言として捉えることができる。第三の要求は，人間の複数性を保障する社会，すなわち複数
の共同体に生き，それらの共同体を自由に横断する権利を認める社会において，人々が図書館に寄せ
る要求であり，図書館から得ようとする利益でもある。
　論争のあるテーマについて相対立する意見や理論に人間が接することの重要性，すなわち，特定の
意見を抹殺することの害悪について，ミルは『自由論』の第二章「思想および言論の自由について」
のなかで，次のように述べている。
　　　意見の発表を沈黙させることに特有の害悪は，それが人類の利益を奪い取るということなので
　　ある。すなわち，それは，現代の人々の利益を奪うと共に，後代の人々の利益をも奪うものであ
　　り，また，その意見を懐抱している人々の利益を奪うことはもとより，その意見に反対の人々の
　　利益をさらに一層多く奪うものである，ということである。もしもその意見が正しいものである
　　ならば人類は誤謬を棄てて真理をとる機会を奪われる。また，たとえその意見が誤っていると
　　しても，彼らは，これとほとんど同様に重大なる利益一即ち，真理と誤謬との対決によって生
　　じるところの，真理の一層明白に認識し一層鮮やかな印象をうけるという利益一を，失うので
　　ある。17）
　ミルは，このようにある意見の表明を阻むことは，人類の利益を奪うと指摘し，さらに，その意見
に反対する人々の利益をも奪うことになると喝破している。ミルの指摘する意見の表明を阻むことの
危険性と不利益とは，そうした意見へのアクセス機会を奪われる場合にも等しくあてはまる。ある意
見の表明はなんらかのメディアを通して行われる必要があるが，出版物はそうした意見表明の主要な
メディアである。そこで，出版の自由が保障されるだけでなく，出版物へのアクセスの自由が同時に
保障されなければ，人間は表明された様々な意見を知る機会を失うことになる。それゆえ，出版物へ
のアクセス機会が保障されていないということは，社会においてその意見の表明が保障されていない
ことに等しい。その結果そうした意見を知ることができない同時代の人々の利益は勿論後代の
人々の利益をも奪うことになる。
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　ミルが指摘する後代の人々の利益を保障するには，表明された意見が出版物を通して公表されるこ
とに加えて，時間を超えて伝達する社会的システムの存在が必要となる。ここに，図書館の社会的役
割がある。図書館は，同時代の人々が出版物を通して様々な意見に触れる機会を提供することによ
り，広く社会の構成員が利益を得ることを支援するだけではない。出版物を蓄積・保存することによ
り，未来の人々に対しても過去に表明された様々な意見を知る機会を提供し，その結果，将来にわ
たって社会の構成員に利益を与える役割をも果たすことになる。こうして図書館の公益は同時代のみ
ならず将来の社会の構成員にも及ぶのである。
　さて，ニテッキは，図書館に寄せられる要求を利用者集団が利益を求めて図書館に与える圧力とし
て捉えている。すなわち，第一の特定の資料への要求を「サービス」を求める圧力とし，第二の特定
の主題に関する資料への要求を「教育」を求める圧力として捉えている。そして，第三の論争のある
主題に関する資料への要求を「仲介・仲裁（arbitration）」を求める圧力と規定している。
　ニテッキの論点で重要なことは，このように，図書館に寄せられる要求を図書館に利益を求めて利
用者集団が図書館に及ぼす「圧力」として捉え，その要求に対して提供される情報・資料を通して利
用者が得る共通の利益を図書館の「公益」として捉えている点にある。図書館が社会的要請によって
成立し，存続するには，社会を構成する集団に公益をもたらす機関として存在しなければならない。
そこで，図書館が社会的機関として果たす公益は何かといえば図1に示したように，三つの類型の
要求，すなわち，「サービス」，「教育」，「仲介」への要求を満たすことによって利用者に与える共通
の利益ということになる。
集団の利益A
（サービスへの要求）
集団の利益C
（仲介への要求）
図書館
集団の利益B
（教育への要求）
　　　　　　　　　　　　　　　　図1　図書館への要求の類型
出典：Nitecki，　J．Z．“Public　Interest　and　Theory　of　Librarianship，”College＆　Research　Librαries，　voL25，
　　1964，p．270
ニテッキが第二の類型にあたる特定主題に関する資料への要求を「教育への要求」として捉えてい
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る点は，図書館の教育的機能を示唆するものとして注目される。ある特定主題に関する資料を求める
利用者は，その資料の読書を通じてその主題について学習し，その主題に関する知識を得ようとして
いるとみることができる。したがって，図書館からその主題に関してどのような内容の資料の提供を
受けるかにより，その利用者の当該主題に関する知識形成は大きく左右されることになる。それゆ
え，図書館員は要求された主題に関する資料の提供を通じて，利用者の知識獲得を支援しているとい
う点において，教育的機能を発揮しているとみることができよう。
　ニテッキが特定主題に関する資料の提供を「教育への要求」に応じるものとして捉えた理由はその
点にある。こうした特定主題に関する資料への要求は，直接的にはレファ1／ンスサービスを通して充
足されるものだが，図書館サービスの全体がこうした要求に深く関与していることに注意すべきであ
る。なかでも，図書館の資料選択方針は極めて重要である。資料選択方針が図書館において提供可能
な資料の範囲を決定するからである。図書館において最もよく見られる資料探索行動は，利用者が直
接書架に行き，求める主題の資料を選び利用する行動である。書架には，選書の結果収集され
た資料が組織され排架されている。こうして利用者は選書された資料の範囲で求める資料を選び，利
用することにより，当該主題に関する知識を形成することになる。それゆえ，図書館の資料選択方針
は図書館の教育的機能に直接関わる重要な図書館サービスとして位置付けられる。
　ところで，1939年版の米国の『図書館の権利宣言』（以下，『権利宣言』）では，その第3条において，
図書館が民主的生活の「教育の場」18）として位置づけられており，その第1条と第2条が図書選択
の指針19＞として成立していることは，以上の論点と無関係ではない。すなわち，第1条では，“選択
される図書およびその他の読書資料は，地域社会の人にとっての価値と利益（下線は引用者）のため
に選ばれるべきである。”20）としている。「地域社会の人にとっての価値と利益」については，共同
体論とリベラリズムの両面からの解釈が可能であるが，『権利宣言』における解釈は明らかにリベラ
リズムに依拠している。詳しくは後に論じるとし，ここでは，『権利宣言』において，図書館が教育
の場と規定されている点と図書選択の問題について取り上げる。
　第3条の「教育の場」という表現は，社会的に有益で，文化的な活動と時事問題の討論のために，
図書館を集会の場として使用すること，という文脈のなかで登場する。川崎によれば，図書館の「知
的自由」に関する歴史をみるとき，1920年代までは教育主義による排除派が多数を占め，図書の検
閲に使命感をいだく図書館員も多かったという。2i）それが，1939年の『権利宣言』を期に，教育主
義から知的自由に転換したと見ている。そして，「知的自由」は1980年版の『権利宣言』においてよ
り一層，重要視されることになる。
　1939年の宣言では，上記のような文脈ではあれ，教育という図書館に内在する機能が明示されて
いるが，1980年版の『権利宣言』では「教育」という語句はどこにも登場しない。しかし，ニテッ
キが喝破したように，特定主題に関する資料への要求に応じて資料を提供する行為そのものが教育的
機能を意味していることを図書館は十分に自覚しておく必要がある。この点に関しては，第一の要求
類型である書誌的事項がわかっているような特定の資料を求めるケースとは明確に区別しておかなけ
ればならない。特定の資料を求める場合，その資料は利用者自身が既に選択したものであり，そこに
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図書館側の資料選択の意志は反映されていない。つまり，どのような内容をもつ資料を通して知識を
形成し，あるいは教養の糧とするかは，利用者自身の主体性において選択されているのである。この
第一の類型の要求に対して図書館がなすべきことは，求められた特定の資料を速やかに提供すること
である。ニテッキが求められた特定資料の提供機能を「サービス」への要求に対応するものとして捉
えたのも，そこに図書館側からの価値判断は一切含まれず，あくまでも求められた特定資料を迅速か
つ正確に提供することが図書館の役割であると考えているからである。
　それに対して，特定主題に関する資料への要求に対して提供される資料は，先述したように，その
利用を通じて利用者の知識形成を左右し，利用者の知識状態に影響を与えることになる。ここで重要
なことは，利用者の新たな知識状態の形成の鍵を握っているのが図書館側にあるという点である。例
えばある主題について，AとBという二つの相異なる意見・考え方がある場合，　Aという意見を
扱った資料のみを提供することは，利用者にAという意見に基づく知識形成を促し，それによって
構築された新たな知識状態に依拠した行動へと利用者を導くことになる。
　そこで重要となるのが，その種の論争のある主題に関する資料への要求である。これには，2通り
のケースがある。一つは，利用者が関心をもっている主題について，あらかじめ複数の異なる意見や
考え方のあることを利用者自身が知っている場合である。利用者が複数の意見の存在を知っている場
合には，どちらの立場に自分が依拠したほうがよいのか，あるいは異なる意見から生じる対立を解消
することが可能なのかどうかを見極めるために，その主題に関する異なる考え方を扱った資料を求め
ることになる。すなわち，「仲介」を求めるという第三類型の要求となる。他方，利用者が異なる意
見や考え方の存在を知らない場合には，第二類型の主題探索要求となる。この場合，利用者は図書館
側が提供した資料に基づいて当該主題に関する知識を形成することになり，図書館側がどのような意
見を扱った資料を提供したかが，利用者の知識形成に直接影響を与えることになる。よって，後者の
場合には，図書館員の教育的役割はより一層大きくなる。
　さて，これまでの議論は，利用者が図書館に提示する要求の種類，図書館から得ようとする利益，
そしてそれを獲得するために図書館に及ぼす圧力としての要求の側面に焦点をあてたものである。そ
の種類とは「サービス」，「教育」，「仲介」であったが，これらは図書館の使命をも規定することにな
る。ニテッキが重視するのは，こうした使命から生み出される図書館員の姿勢や志向である。
　図書館員は，図書館の教育的機能を重視し，自らを教育者として位置づけるならば，特定主題に関
する資料を選択する際に，当該主題に関する自らの価値観に基づき事前に選択した資料を提示するこ
とによって，要求に応えようとするだろう。第一の類型である特定資料への要求，すなわち「サービ
ス」を要求している利用者に対しても，その資料の主題に関して，図書館員がより適切と考える資料
を案内するような対応をとる場合もあろう。前節で指摘したように人問の複数性，価値の多元性，複
数の物語の世界を横断する人間の自由を尊重するならば　このような図書館員の対応は，特定の価値
観に利用者の知識状態を誘導することにもなりかねない行為である。
　ところで，利用者が特定資料の要求に対して提供された資料を読むことにより，第三の要求類型で
ある仲介への要求を利用者に引き起こす場合もある。その際利用者が第三類型の要求として，当該
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主題に関して異なる見解を有する資料を実際に口頭で要求するかどうかは重要ではない。提供された
資料の読解を通じて，異なる見解を表す具体的な資料の存在を知ることにより，利用者は新たに特定
の資料を求める第一類型の「サービス」への要求として図書館に提示する場合もあるからである。重
要なことは，利用者はある特定資料の読解を通じて，新たに異なる見解の資料を求めることがあると
いう点である。
　このように，教育への要求や特定資料を求めるサービスへの要求は，それらに対して提供された資
料の利用を通じて，異なる意見や見解新たな視点を備えた資料の提供を求める「仲介への要求」に
発展するということを，図書館は常に想定しておかなければなない。その意味において，図書館は，
「仲介への要求」を満たすことを究極の目標として種々のサービスを立案することが，図書館に期待
される公益実現のために必要となるのである。
2．2　『図書館の権利宣言』に見る図書館サービスの公益
　図書館の目標は，前節において，仲介への要求を満たすことに収敏されることを示した。ところ
で，図書館の知的自由の歴史的構図を見るとき，仲介への要求の充足を図書館の目標とする時期は，
1939年の「図書館の権利宣言』（以下，『権利宣言』）を期に始まったといえる。それ以前は，教育主
義による排除派が主流を占めていた時期であったことは先述の通りである。この仲介への要求の充足
という図書館の目標は，以後の『権利宣言』において端的に示されることになる。すなわち，1948
年版の『権利宣言』では，その第1条において，以下の通り利用者にとって資料から得られる効用に
基づく資料選択の基準が規定されている。
　　　第1条：図書館サービスの責任において，選択される図書およびその他の図書館資料は，コ
　　　ミュニティのすべての人びとの関心，情報啓蒙に役立つかどうかという価値によって選ばれ
　　　るべきである。22）
　ここで規定されている「すべての人びとの関心に役立つ資料の選択」を実現するためには，多種多
様な意見のあるテーマについては，それぞれの意見を反映した資料を選択する必要がある。なぜな
ら，「すべての人びと」を構成する個々の人に目を向けるならば，多種多様な意見のあるテーマにつ
いては，各意見を求める個人が必ずや存在するからである。それゆえ，この条文は直接的な表現こそ
とってはいないが，仲介への要求を充足するための資料選択の必要性を示唆したものとして捉えるこ
とができる。
　さらに，第1条においては，先ほどの条文に続いて，ロールズがその『正義論』のなかで「原初状
態」として仮定した社会に見られる様々な不平等・差別をもたらす要因をあげたうえで，それら理由
とする資料の排除を禁止する次の条文がくる。すなわち，
　　　第1条：いかなる場合にも，著者の人種国籍あるいは政治的，宗教的な見解を理由として，
　　　資料が排除されてはならない。23）
　このように1948年版の「権利宣言』の第1条は資料選択に関わる直接的な規定であるが，1961年
版の『権利宣言』においては，以下の通り，その第5条において社会的不平等・差別の問題について
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図書館利用一般に拡張した規定が加えられている。
　　　第5条：図書館の利用に関する個人の権利は，その人の人種，宗教，出生国，あるいは政治的
　　　な見解ゆえに，拒否されたり制限されることがあってはならない。24）
　1980年版の『権利宣言』の第1条では，それまでの版の『権利宣言』の第1条において使用され
ていた資料選択の用語はなくなり，代わって資料提供という用語が登場し，図書館側から利用者に視
点を移した規定となっている。すなわち，
　　　第1条：図書およびその他の図書館資源は，図書館が奉仕するコミュニティのすべての人びと
　　　の関心，情報，啓蒙に役立つように提供されるべきである。25）
　1980年版ではもう一つ重要な改訂が行われている。それは，1939年版『権利宣言』以来用いられ
ていた図書館に対する“民主的な生き方を教育する一つの機関”26）との表現がなくなり，前文にお
いて図書館を“情報や思想のひろば”27）と規定し，多様な意見や見解，価値観を表した資料の利用
可能な環境として位置づけている。このように，前文においても，仲介への要求に応えるような多種
多様な資料へのアクセスを保障することこそが図書館の使命であると明言されたのである。しかしな
がら，前節で指摘したように，図書館は，利用者からの特定主題に関する資料への要求を扱うとき，
提供資料を通じて利用者の知識形成に深く関与することになり，教育的機能を内在していることを十
分に認識しておく必要がある。資料選択が偏向していれば提供される資料利用を通じて形成される
利用者の知識状態も偏向したものとなる恐れがあるのである。
　ところで，社会的不平等や政治的見解による差別を禁止する1961年版の『権利宣言』の第5条の
趣旨は，1980年版の『権利宣言』の第5条において取り入れられているものの，不平等・差別の要
因について，“その人の生まれ，年齢，経歴，あるいはものの考え方”99＞というやや具体性に欠ける
表現に置き換えられている。
　さて，人びとの間にある情報格差の是正のための「情報資源再配分機能」は公立図書館のもつ重要
な機能である。その意味で，1980年版の宣言の解説文として1993年にアメリカ図書館協会評議会に
おいて採択された晴報アクセスと経済的障壁』29）のもつ意義は極めて大きい。この解説文では，
次の二つの原理が示されている。第一は，『権利宣言』の第1条と第5条を根拠とした「有料制に関
する指導原理」である。第二は，『権利宣言』の第2条第3条，第4条を根拠とする「財政措置に
関する指導原理」である。「有料制に関する指導原理」は，公費で賄われている図書館は，資料の形態
用いる技術資料や情報伝達方式にかかわらず，あらゆる図書館サービスや情報サービスを無料で提
供すべきだとするものである。そして，有料制は図書館サービスや情報サービスについて経済力によ
る差別を強めると非難している。「財政措置に関する指導原理」では，公的資金の拠出に関して，図
書館資料の内容に基づく制約を課したり，情報アクセスを制限することに反対している。そこでは，
表現を受け取る権利が表現された内容に基づく恣意的な制限を受けるならば，それは表現の自由を保
障する合衆国憲法修正第1条に違反するとしている。
　第三類型の要求である図書館に対する「仲介への要求」は，1980年版の『権利宣言』に至って，
端的に示されることになる。すなわち，1980年版『権利宣言』の第2条では，次のように規定され
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　　　第2条：図書館は，今日および歴史上の問題に関して，どのような観点に立つ資料あるいは情
　　　報であっても，それらを提供すべきである。（下線は引用者）30）
　仲介への要求に対して図書館が行う資料提供が，利用者集団によって構成される社会にとって公益
となるためには，1980年版の『権利宣言』の第2条において規定されているように，論争のあるテー
マについて多様な観点からの資料を備え，提供することが不可欠となる。その意味で，この第2条は
仲介への要求に図書館が対応するための原理を与えているものといえる。さらに，この仲介への要求
に対して図書館から等しく利用者が利益を得るためには，無料で資料が提供されなければならない。
有料制が導入されたならば利用者の経済的格差により，情報アクセスに差別が生まれることになる
からである。
　ロールズがその正義論において仮定した「無知のベール」が示すように，論争のあるテーマについ
て，人間は常に一貫した見解をもち続けるとは限らない。ある時期はAという見解を支持したもの
の，自分がおかれた環境の変化等により，異なる見解Bに依拠することもあろう。あるいは，ある
人間にとって，現在は経済的に恵まれた環境にあるため，特定の情報にアクセスするために一定の負
担を厭わないとしよう。しかし，その人間が今後とも経済的に安定した状態が保持される保障はな
く，経済的に困窮するような状況におかれ，必要な情報へのアクセスに要する経済的負担に耐えられ
ない境遇に置かれるかもしれない。このように，自分自身のアイデンティティに無知な人間は最も不
遇な状況に自らが置かれることを想定せざるをえないのである。そのとき，人間は経済的格差による
情報資料へのアクセスに差別が生じない社会的システムの構築とその維持を求めることになろう。ま
た，自分自身の考え方に変化が生じ，新たな観点の意見を知る必要があるとき，いつでも多様な観点
の資料にアクセスできる環境が社会的に保障されていることが重要となろう。
　ロールズの正義論が明らかにしたことは，情報アクセスが保障されている状態というものが清報を
必要とする人間への差別のないアクセスという高遭な「平等」の理念から提起されるものではなく，
現実的に行動する利己的な人間が望ましい状態として選択する状態なのである。すなわち，他者より
も多くの利益を得ようとする利己的な人間は，情報アクセス環境についても自分により有利な条件を
求めることになろう。しかしながら，その人間は，利己的であればあるほど，経済力維持への不安，
社会的地位の不安定性など，自分にとって最悪な状態の到来にも敏感であり，そんな時にも，損をし
ないような社会が最も有利だと考えることになろう。そうであれば結局自分を含むすべての人間
にとって，情報へのアクセスが等しく保障されている状態こそが，自分にとって最も有利な状態であ
る，との考え方に達することになろう。ゆえに，情報アクセスを公的に保障する図書館サービスは，
自己の利益を追求し，その最大化を図ろうとする利己的人間を想定した功利主義に依拠した社会にお
いてこそ，必要不可欠な公共サービスとなるのである。
2．3　公益に基づく図書館サービスの解釈
　公益については，1章において手続き主義概念主義文脈主義による定義があることを見てき
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た。ここでは，これら3種類の公益の定義と図書館サービスとの関係について見ていきたい。
　手続き主義的定義では，社会において歴史的に確立された価値としての伝統が重視され，集団の利
益，すなわち公益とはこうした確立された伝統的価値を獲得する最適な手段の提供にあるとした。図
書館は記録資料の保存を通じて発揮する社会の文化遺産を未来に継承するという重要な責務を有する
がその責務は手続き主義的公益に寄与するものとみなすことができる。3Dしかし，ここで注意す
べきことは，図書館がこの手続き主義的公益に関わる部分は，あくまでも伝統価値をその一部に含む
ような過去の文化的所産としての資料を保存し，それを利用する手段を提供する点であって，伝統的
価値を記録した資料は保存の対象の一部にすぎないという点である。
　次に概念主義的公益であるが，これは社会が理想とするモデルを設定し，そのモデルの実現に
よって得られるような社会全体の利益に向けて個々の集団の利益を再解釈することであった。この概
念主義的公益を支持する図書館の機能は，教育への要求に対して適切な資料を提供することによって
果たされる。すなわち，社会全体に利益をもたらすような価値のある資料を選択し，利用者に提供す
ることである。これは，価値に基づく資料の選択を前提としており，資料の価値は社会の理想的なモ
デルに照らして判断されることになる。32）
　米国の図書館界における1920年代末までの教育主義による排除派が依拠する公益がこの種の概念
主義的公益といえよう。ここで重要な点は，教育主義が資料の価値を個々の人間，利用者の判断に委
ねるのではなく，社会全体の規範的価値に依拠している点にある。図書館員が利用者からある特定主
題に関する資料への要求を受けて提供する資料の選択基準を，社会における規範的価値におくのであ
る。しかし，知的自由を重視する今日の図書館においても，図書館が常に特定主題に関する資料の提
供を通じて利用者の知識形成に関与するという点で教育的機能を発揮しているという事実を忘れては
ならない。
　最後の文脈主義的公益は，個々の集団の利益の共存を決定するような態度の定式化を公益とみなす
点にその特徴があった。この公益観は，図書館における仲介への要求に対する資料提供の姿勢に反映
されているとみることができよう。すなわち，論争のある主題の場合において，特定の価値判断に依
拠した資料を選び，提供するのではなく，それぞれの観点，価値に依拠した資料を提示することによ
り，相反する考え方の存在を利用者に知らせるという図書館の姿勢に反映される。その際相反する
考え方のいずれを採用するか，あるいはそれらの対立を解消する新たな視点を模索するかどうかは，
あくまでも利用者に依存することになる。図書館には当該主題に関する多様な視点，価値観に基づい
た資料を提供することにより，多様な価値観の存在を相互に承認する態度を市民のなかに醸成するこ
とが期待されるのである。33）
　さて，ニテッキは，過去4世紀における米国の図書館の目標の展開を，図書館がコミュニティの出
来事に関わる程度という視点から表2のように整理している。34）第1期（17～18世紀）は，読書自
体の価値が強調される時代であり，コミュニティの成員の自己改善という人文学的概念が重視された
時代である。そこで，この期の図書館の究極的な目標は読書環境の提供におかれ，図書館の方針は図
書の利用可能性を高めることであり，そのためには図書の蓄積が重視されることになる。図書館に対
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する公衆の反応は，図書館への寛容的態度であり，図書館には装飾としてのイメージが付与された時
代である。
表2　図書館の目標の進展
17－18世紀 18－19世紀 19－20世紀
究極の目標 読書 教育 仲介
方針 図書の利用可能性 図書の有効性 多岐にわたる目的のための図書ﾌ利用可能性と有効性
達成の領域 蓄積 図書館の内部組織 図書館間の協力
公衆の反応 図書館への寛容 図書館の受容 図書館の活動への参加
図書館のイメージ 装飾 ユーティリティ ツール
出典：Nitecki，　J．Z．“Public　Interest　and　Theory　of　Librarianship，”　College＆Research　Libraries，
　　voL25，1964，　P．275．
　第2期（18～19世紀）は図書館技術の改善における進歩によって特徴づけられる時代である。特
に19世紀後半はデューイ（M．Dewey）による十進分類法（DDC）の提案ライブラリースクール
の登場，ALAの設立など，図書館専門職の基礎が築かれた時代でもあり，その発展は次の第3期に
引き継がれることになる。この第2期は，読書を社会悪の治療として普及させようと努力した時代で
あり，図書館の教育的機能が重視され，図書の教育上の有効性が強調された時代である。事実，米国
において19世紀中頃に成立したボストン公立図書館の設立の趣旨は公教育制度を完成させるもので
あった。35＞こうして，公立図書館は自己教育機関として市民に受容される時代が始まる。この期の
図書館に付与されるイメージは有用性（utility）であるが，それは，公立図書館に社会秩序の保持機i
能および自己教育機関としての機能を発揮する際の図書館の有用性が期待されたことを意味する。
　第3期（19～20世紀）は，図書館の目標は仲介的機能におかれ，対立の最小化への寄与が目指さ
れる時代である。『図書館の権利宣言』が示すところの，論争のあるテーマに関する多様な意見・見
解を区別なく提供するという図書館の機能は，図書館の仲介的な機能を表明したものといえる。それ
は，論争のあるテーマについて決して一つの意見・見解に統一することを目指すものではなく，互い
の立場・考え方を知り，その相違点を理解したうえで，他者と共存していくという市民の態度形成に
図書館が寄与するものである。意見・見解の相違を相互に認めあう人々の態度・姿勢の醸成に，ある
いは，どうしても互いの利益が衝突する場合には，利益の相互調整を図り，社会全体の利益の総湘を
大きくするような環境の醸成に図書館は貢献することになる。
　論争のあるテーマにおける調整・仲裁による対立の最小化は，論争のある社会的テーマに個人とし
て参加する機会の最大化をも意味する。se）こうした市民による社会参加がこの第3期の特徴といえ
る。市民の社会参加の姿勢は，市民は図書館サービスを享受するだけの存在ではなく，図書館の様々
な活動に参加し，図書館を支援する主体となって行動することにもつながる。このことは，次章で取
り上げる，新しい公益を担う第3の主体であるNPOをはじめとする公益民間部門が図書館サービス
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の一翼を担う今日の公立図書館の特徴の一つとなって現れることになる。
3．新しい公益観と官民パートナーシップ
3．1新しい公益観と公共サービスの担い手
　1章で指摘したように，公益性の高い公共サービスを直ちに行政が担うということにはならない。
膨大な財政赤字をかかえる政府は，限られた財源を有効かつ効率的に配分するために，行政が担う公
共サービスをより限定し，従来，行政が担ってきた公共サービスを民間へ開放する動きを進めている。
2006年5月には『競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（公共サービス改革法）』が国
会において成立し，同年7月に施行されている。その法律の趣旨・理念について次のように説明され
ている。
　　　「簡素で効率的な政府」を実施する観点から
　　・「民間にできることは民間に」という構造改革を具体化。
　　・公共サービスによる利益を享受する国民の立場に立って，公共サービスの不断の見直しを行
　　　い，「競争の導入による公共サービスの改革」を推進。
　　・具体的には，官民競争入札・民間競争入札を活用し，公共サービスの実施について，民間事業
　　　者の創意工夫を適切に反映させることにより，国民のため，より良質かつ低廉な公共サービス
　　　を実現（他方で，不要な公共サービスは廃止する）。37）
　公共サービスにおける行政と民間との役割分担に関する考え方は，公共サービスの民間開放のあり
方を決めるものであり，極めて重要である。総務省に設置された「分権社会に対応した地方行政組織
運営の刷新に関する研究会」は行政と民間との関係について図2のような“行政の担うべき役割の重
点化と「新しい公共空間」の担い手の多次元化”SS）という考え方を示している。そこでは，公共サー
ビスと行政との関係について三つの段階が設定されている。第1段階は公共サービスを専ら行政が提
供する形態である。行政と公共の領域がほぼ一致し，行政が提供するサービスを公共サービスとする
「官民二元論」の考え方に基づく官による一元的な公共サービスの提供形態である。第2段階は官民
二元論の考え方ではもはや対応できないような社会情勢を背景としたものである。すなわち，少子高
齢化の進展に伴う公共サービスへの新たな期待が「公共」の範囲の拡大をもたらすことになる。また，
「団塊の世代」の職員の大量退職や経営資源の制約により，行政の守備範囲の相対的な縮小を余儀な
くされる事態が到来している。こうした社会情勢が「行政」と「公共」の領域にズレを生じさせるこ
とになる。すなわち，これまでの行政サービスについて，公共の利益（public　interest）にかなって
いるのか，自治体が直営でやるべきことか（role　of　government），財政状況が厳しい中でもあえて
やるべきことか（affordability），という3点に関する検討が迫られているのである。39）
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騰講難難雛
　　懸締超 縣灘灘糞
多様な勤務7，
熱高齢者の再任 行政
　　　　　　　　　　　　　　　図2　公共空間の担い手の多元化
出典：『分権型社会における自治体経営の刷新戦略：新しい公共空間の形成を目指して』分権型社会に対
　　応した地方行政組織運営の刷新に関する研究会，2005．3，p．14．
　そこで，第3段階の「新しい公共空間の形成」の考え方が提示される。すなわち，「行政」と「公共」
の領域に生じたズレの部分に，「民間」（住民・企業）が担う取組（アウトソーシング，地域協働）を
推進することである。また，行政内部への人材派遣等，行政の多元化を図ること。「行政」と「民間」
の多元的な協働により豊かな「公共」を実現し，「行政」は行政でなければ対応しえない領域に重点
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的に対応することである。40）以上が今回の公共サービス改革法が目指す「新しい公共空間」のイメー
ジとえいよう。
　さて，公益と行政との関係について，経済産業省経済産業研究所は「21世紀における『新しい公益』
概念」を提示している。それによれば，20世紀までの公益は，行政から国民にもたらされた「上から
の公益」であった。それに対して，21世紀は，官民の役割分担が見直され，企業と並んでNPOや個
人が公共サービスの多元的な提供主体となる「官民パートナーシップ」による公共サービスの民間開
放（PPP：public　private　partnership）によって達成される「新しい公益」の時代であると説明して
いる。41）ここでPPPとは，具体的には，公共サービスに市場メカニズムを導入することを旨に，サー
ビスの属性に応じて民間委託PFI（private　finance　initiative），独立行政法人，民営化等の方策を
通じて，公共サービスの効率化を図ることをいう。では，公共サービスを民間に開放する目的と意義
は何であろうか。同研究所は，わが国の官民パートナーシップによる公共サービスの民間開放の目的
と意義について次のように述べている。
　　　国民に提供する公共サービスの効率性を向上させるという方針を徹底させる必要がある。すな
　　わち，「最小のコストで行政サービスへの要求を満たすVFM（value　for　money）」の考え方を徹
　　底させることである。42）
　このように最も効率のよく，質の高い公共サービスを提供することが日本版PPPの目的であるが，
その達成のためには次の五つを基本原則として公共サービスの民間開放の実現を図る必要があるとし
ている。
　　（1）競争環境の構築と透明性の確保
　　②顧客主義の確立
　　（3）最適な手法を選択できうる環境の整備
　　（4）新たな官民の役割の構築
　　（5）「新しい公益」の多元的な提供の考え方の構築43）
　まず，第一の原則だが，これは従来の公共サービスの提供形態や事業者の選択時において効率性や
公平性の観点から適正に評価が行われなかったことへの改善として挙げられているものである。第二
の原則は，input（予算）よりも，output（提供されたサービスの質・量），さらにはoutcome（満足度）
による公共サービスの評価を導入しようとするものである。ここでは，「公平性・公共性」の観点か
らだけでなく，顧客満足度をあげるために「バリュー・フォー・マネー（VFM）」という考え方に基
づくサービスの質と効率性の両面を備えた価値判断基準による評価が重視される。
　第三の原則は，最も望ましい公共サービスを提供する手法の実現を目指すものである。具体的に
は，民間委託，PFI，民営化独立行政法人など，多様な民間開放の手法が提案されている。
　第囚の原則は，公共セクターの機能分離を図り，民間の経営手法や管理概念の導入の推進を指して
いる。すなわち，公共セクターを政策部門と実施部門とに分離し，政策部門では公共サービスに係わ
る政策の立案，ルール・メーキングおよびモニタリングを行う。実施部門では，公共直営サービスの
提供が不可欠な分野での役割を担うが，その際，政策部門によるモニタリングを前提として，実施部
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門の組織および業務の必要性が吟味されることになる。詳しくは次章で取り上げるが，公立図書館へ
のPFIの導入事例の検討によれば実施部門を民間業者に委託し，行政は政策立案とモニタリング
による評価の役割を担う形態が採用されていることがわかる。また，公共セクターでは，民営化の可
能性，民間委託や民間事業の活用の可能性を探り，民間資金や民間の経営のノウハウ・リスク管理能
力等を積極的に取り入れていくことが求められている。
　第五の原則では，公平性，中立性，専門性を理由とした行政による一元的な政策立案・実施の姿勢
を改め，行政，企業，NPOや個人が対等の立場で携わる「新しい公益」の多元的な提供が重視される。
また，従来行政が担ってきた公益を民間企業やNPOが提供する場合には，行政，受益者，寄付者等
民間企業やNPOにとってのステークホルダー（利害関係人）に対して，継続的・安定的に事業を実
施する責任，組織の意思決定に関するガバナンス，公正かつ透明な会計処理等が求められることにな
る。特に，情報公開と事業の成果に関する評価の徹底が，「新たな公益」の担い手である民間企業や
NPOに対する国民の信頼度を高めるとして，その重要性が強調されている。
　以上の公共サービスの民間開放（日本版PPP）における基本原則による事業スキームとこれまで
の公共サービスの提供スキームを整理したものが表3である。公共サービスの民間開放の基本原則は
市場メカニズムと評価の導入に集約されているといってよいであろう。サービスの評価における顧客
満足度の重視成果主義の強調にそのことが端的に現れており，民間開放の際に最も問題となる公共
性の担保については，サービスの質の評価によって行うものとされている。
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表3　官民パートナーシップにおける事業スキームと従来の公共サービスの提供スキーム
現在の公共サービスの提供スキーム 日本版PPPの事業スキーム
提供責任主体 民間に業務の一部を委託した場合で熏ﾅ終的な責任は公共にある。
民間でできることは，できるだけ責任
煌ﾜめて民間に委ねることを前提。責
Cのあり方についても，委託の形態か
逡竢浮窿oウチャーを活用した民間活
pまで，公共サービスの特性に応じて
ｽ様な手法をとり得る。
サービス提供に至る過程
競争環境が十分整備されていない。
ﾜた，必ずしも透明性が確保されて
｢ない。
市場を活用し，競争環境を構築する。
ﾜた，国民に対するアカウンタビリ
eィの確保を前提とし，透明性を確保
ｷる。
民間活用の範囲 裁量性のない役務提供申心。 一定の責任を含めて，民間の経営手法竓ﾇ理概念を導入する。
サービスの評価 予算重視であり，成果が十分評価さ黷ﾄいない。
成果主義のもと，公共サービスの質と
ﾊを評価し，最終的には顧客満足度の
?繧?}る。
サービスの提供手法の
I択
公共直営が前提とされた制度が多
ｭ，必ずしも多様な手法が活用可能
ﾈ環境ではない。
市場メカニズムを活用した多様な手法
ﾌ中から，最も効率の良い公共サービ
Xの提供手法を選択する。
サービス提供にあたって
ﾌ公共性の担保
公物管理の考えのもと，公共が自ら
ﾌ施設の整備・所有・管理を行うこ
ﾆにより，公共性を担保。
提供されるサービスの価値を評価する
ﾆいう考え方のもと，ルールや契約に
謔閨C公共性を担保する。
出典：『日本版PPP（public　private　partnership：公共サービスの民間開放）の実現に向けて：市場メカ
　　　ニズムを活用した経済再生を目指して』経済産業省経済産業研究所，20025，p．17．
　こうした公共サービスの民間開放による新しい公益観は，まさに功利主義に基づくものであり，社
会の構成員が公共サービスを通して受容する利益の総和を公益として捉えるものである。それゆえ，
その総和が大きいほど，優れた公共サービスであり，その提供手法・形態提供主体も高く評価され
ることになる。確かに，行政が担ってきたサービスのなかで，功利主義的公益観によって対応可能な
部分は，民間開放に適した領域といえるであろう。それでは，行政が担うべきサービス領域は何かと
いえばそれは市場原理による功利主義的公益観では捉えられない領域であり，満足度の総和という
計量的な指標が有効ではなく，個々人の満足を問題にしなければならない領域である。すなわち，社
会的弱者へのサービスの提供である。社会的弱者へのサービスについては，サービスを受ける個人の
事情は様々であり，個別的な事情に応じた対応こそが望まれことになる。
　市場主義や成果主義から見るとき，社会的弱者へのサービスは満足度の総和を低下させるものとし
て捉えられる。民間には個別の利益を考えずに利益の総和のみを考えればよい公共サービスの領域を
委ねることとし，代わりに行政は社会的弱者に力を投入するのであれば，公共サービスの民間開放は
大いに推進されるべきであろう。しかしながら，現在，日本の行政が進めている公共サービスの民間
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開放政策は，行政が本来担うべき社会的弱者へのサービスの切捨てが同時に進行している。行政の果
たすべき使命というものについて何らの哲学もビジョンもそこには見出すことができない。最小コス
トによるサービスの提供という効率性に依拠する市場原理主義をただ単に公共サービスに導入したも
のに過ぎない。
　ロールズの正義論によれば市場原理主義に依拠した公共サービスの民間開放は，実は，功利主義
的公益観からみても社会の公益にはつながらないことは，2章において見たとおりである。何故なら
ば「無知のベール」を仮定するとき，現在，恵まれた境遇にある人びとも，いつ何時，社会的弱者の
側に回るかもしれない。社会的弱者へのサービスの切り捨ては，社会をきわめて不安定なものとし，
人々の問に不安な心理状態をもたらし，長期的に見ると，功利主義的公益観が重視する社会全体の公
益をも低下させることになるのである。
3．2　官民パートナーシップ手法の類型
　官民パートナーシップの手法は，建設・運営ともに行政が担う公設公営型から，民間が建設・運営
のいずれかもしくは両方を担う民営化の手法へと展開していく。すなわち，運営の一部を民間に委託
（アウトソーシング）する「部分委託」，民間が整備した施設を行政が運営する「民設公営」，運営を
一括して民間に委託する「公設民営」，民間が整備した施設を民間が運営する「PFI」という4段階
が存在する。44）このうち，「PFI（private丘nance　initiative）」は，公共施設等の建設維持管理，運
営等を民間の資金，経営能力及び技術的能力を活用して行う新しい手法である。我が国では，『民間
資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI法）』が平成11年7月に制定され，
平成12年3月にPFIの理念とその実現のための方法を示す『基本方針』が民間資金等活用事業推進委
員会（PFI推進委員会）の議を経て内閣総理大臣によって策定され，　PFI事業の枠組みを示すものと
して公表されている。45）
　このPFIを図書館に導入する場合は，資金の調達から始まり，図書館の設計・建設さらに開館
後の管理運営業務，施設管理など，図書館のあらゆる業務に民間が関与するのが一般的な形態であ
る。それでは，行政はどのようにかたちで関与するのであろうか。行政はこれまでの行政サービスの
うち，PFI方式による民間委託の対象とするサービス（特定事業）として図書館サービスを選定する
ことから始まる。それを受けて進められるPFI事業のプロセスは次のようになる。第1段階は民間
事業者から図書館の建設や運営に関する発案を受け付け，評価する体制を整備する。第2段階では，
PFI事業として実施することを検討し，民間事業者からの発案を積極的に取り上げ，　PFI事業として
の適合性が高く，かつ，市民のニーズに照らし，早期に着手すべきものと判断される事業として図書
館サービスを決定し，実施方針を策定する等の手続きに着手する（事業の発案）。第3段階は，PFI
を導入した図書館の管理運営に関する実施方針の策定および公表である。第4段階では，PFI事業と
して図書館を取り上げることにより，効率的かつ効果的に図書館サービスが提供できることを基準
に，事業に関する定量的，定性的な評価を行う。第5段階において，民間事業者の募集を行う。この
際には，行政が求める図書館サービスの要求水準が公開される。応募する事業者はその要求水準を満
83
図書館サービスの公益と官民パートナーシップ
たすような提案を行うことが求められる。行政は事業者から提案された図書館サービスの内容を評価
し，選定のうえ，公表する。行政は，行政の代表者，学識経験者等からなるPFI事業者選定審査委
員会を設置し，民間事業者からの提案を評価することになる。第6段階では，選定された民間事業者
と協定を締結し，その際，公共サービスとしての図書館サービスの適正かつ確実な提供を確保するた
めの必要かつ合理的な措置等が講じられる。その上で，協定等に従った事業が実施され，実施内容に
ついては，行政が提示している要求水準に基づきモニタリングにより定期的にPFI事業者が提供す
る図書館サービスへの評価が行われる。契約期間に達した段階でPFI事業による図書館の管理運営
は終了となる。46＞
3．3　公共サービスの担い手としてのNPO
　公共サービスの民間側の担い手として注目されているのがNPOである。このNPOは公立図書館
の管理運営の民間委託先としても重要な役割を占めている。
　ところでNPOとは，市民の自発的な運動組織に与えられる名称であり，『特定非営利活動法人法』
により法人格を得た法人をいう。官民パートナーシップにおける新たな公益の担い手として，また公
共サービスの新たな担い手として現在注目されているこのNPOについては，次のような共通定義
が与えられる。すなわち，1）実態的組織であること。2）民間であること（政府出資を受けてもいいが，
政府からコントロールされていないこと）。3）利益配分を行わないこと。さらに，4）自己統治，5）自
発的，6）非宗教7）非政治であること。47）
　NPOの特性については以下の点をあげることができる。
　第一に，多彩な人材のネットワークを有することである。すなわち，官庁や会社組織などの特徴で
ある垂直ヒエラルキー型組織に対して，NPOは水平ネットワーク型組織であり，市場ニーズや技術
の変化に応じて事業の内容や構成を柔軟に変更できる利点をもつ。また，多数のボランティアが参加
できるオープンな組織構造をもつ点に特徴がある。
　第二に，個人の自発性と自己実現性が重視される点があげられる。すなわち，経済的動機よりも，
自分のやりたいこと，やりがいを行動原理とするのがNPOといえる。
　第三に，利用者の視点に立脚し，需要者が供給者に転換する場合もある点があげられる。すなわ
ち，利用者のニーズを熟知する者が利用者の視点からサービスを供給する側に立つこともできるのが
NPOといえる。
　第四に地域に根ざした信頼関係が醸成される点があげられる。すなわち，サービスの供給者と需
給者が同じ地域に住む住民であることが多いNPOでは，サービスの受け手と送り手の間に信頼関係
が生まれ，満足度の高いサービスの提供が期待できる。
　第五に，中立性に基づく調整・連携促進が期待できる点があげられる。すなわち，利害の異なる企
業や行政機関の意見を総合的に調整し，組織の壁を超えて競争状況下にある企業の協調連携を促進す
ることがNPOには期待できるのである。48）
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1　公共サービス移行型
公共分野 行政 民聞事業体
ll　NPO支援型
公共分野
行政
サポート
サポート
企業
皿　行政とNPOの対等協働型
公共分野
　行政
政策立案
事業実施
事業評価
】V　NPOから行政への政策提案型
公共分野
　　NPO
政策提言
先駆事業
行政
企業
　　　　　　　　　　　　　　　図3　NPOと行政との関係形態
出典；『『新しい公益』の実現に向けて：産業構造審議会NPO部会中間とりまとめ』経済産業省，2002．5
　　p．15－16．
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　さて，NPOと行政との関係（パートナーシップ）は，図3に示したように，次の四つに類型化す
ることができる。第一は「公共サービス移行型」である。これは，従来，行政が実施してきたサービ
スをNPOに移行し，　NPOが担うケースである。第二は「NPO支援型」である。これは，行政がこ
れまで対応してこなかった公益的事業に取り組む民間事業体を支援する型であり，行政がNPOの独
自事業を実施する場所を提供し，あるいはまた資金提供のかたちで支援することが中心となる。第三
は「行政とNPOとの対等協働型」である。これは，行政とNPOが対等の立場で政策立案事業実
施・評価で協働する型である。第四は「NPOから行政への政策提言型」である。これは，　NPOによ
る政策提言や先駆的事業が先行し，後から行政が社会的需要の存在を認めて行政に取り入れる型であ
る。49）
　行政はNPOとのパートナーシップにより，次のようなメリットが得られることが期待されてい
る。第一に，政策の企画立案に住民の視点を反映させることが可能であること。第二に，公共サービ
スの効率的な提供が期待できること。第三に，行政プロセスの透明性を確保できること。第四に，経
済社会の活性化につながることである。se）
　図書館サービスの民間委託先としては，先述のPFIと並んでこのNPO法人も重要な位置を占めて
おり，図書館サービスにおける官民パートナーシップを推進するうえで，NPO法人とPFIの果たす
役割は極めて重要である。次章では，図書館サービスとNPOおよびPFIとの関係を中心に，図書館
サービスにおける官民パートナーシップについて考察する。
4．図書館サービスにおける官民パートナーシップ
　ここでは，わが国の公立図書館における民間開放の状況を通して，図書館サービスにおける官民
パートナーシップについて考察する。現在，図書館の管理運営を民間に委託している公立図書館につ
いて，雑誌記事およびホームページ上で把握できた内容をもとに，図書館サービスの民間開放の範囲
と手法を図書館別に示したものが表4である。51）
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表4　図書館サービスの民間委託の事例
図書館 委託された機関 民間委託の手法 開始年月
宮崎市立図書館 NPO法人「MCLボランティA」 部分委託 2000年4月
太田市立図書館 NPO法人「NPOサポーターY」 部分委託 2001年4月
鳴門市立図書館 NPO法人「ふくろうの森」 部分委託 2003年
中央図書館 NPO法人「中野ぐ一ぐ一らいﾔ」
南台図書館
野方図書館
㈱ヴァイアックス
中野区立 本町図書館
?{図書館 ㈱エヌ・アイ・サービス
部分委託 2004年4月
東中野図書館
]古田図書館 NPO法人「元気な図書館」
上高田図書館 ㈱TRC
品川区立大崎ビジネス支援
}書館 NPO法人「コアネット」 部分委託 2004年7月
山梨県立図書館
部分委託
E直営／独立行政法人
E指定管理者
EPFI事業者
2009年4月
山中湖情報創造館 NPO法人「地域資料デジタルｻ研究会」
公設民営（指定管理者制度
ﾌ導入による） 2004年4月
門司図書館 ㈱図書館流通センター
2005年4月北九州市立
戸畑図書館 ㈱日本施設協会
部分委託（指定管理者制度
ﾌ導入による）
桑名市立図書館 SPC（特別目的会社） PFI 2004年10月
杉戸町生涯学習センター SPC（特別目的会社） PFI 2006年3月
稲城市立中央図書館 SPC（特別目的会社） PFI 2006年7月
府中市立中央図書館 SPC（特別目的会社） PFI 2007年12月
長崎市立図書館 SPC（特別目的会社） PFI 2008年1月
宮城野区文化センター SPC（特別目的会社） PFI 2009年6月
高知こどもの図書館 NPO法人「高知こどもの図書ﾙ」 1999年12月
注：SPC（special　purpose　company）：PFI事業のために設立された民間事業体をいう。
　図書館の運営業務を部分的に民間に委ねる「部分委託型」の場合の委託先は，その多くがNPO法
人によって占められていることがわかる。指定管理者制度については，公設民営型と部分委託型の2
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種類の形態で導入されている。民間委託の程度が最も高いPFI方式による委託は，日本で始めて
PFI方式を導入した桑名市立図書館をはじめ，市立図書館を中心に導入が進められている。杉戸町生
涯学習センターと稲城市立中央図書館は2006年度からPFI方式による運営を開始しており，その他
の図書館は2006年10月現在，計画が進行中であり，2007年度以降PFI方式による運営開始が予定さ
れている。山梨県立図書館では，PFI方式を導入しているが，部分委託の範囲にとどまっている。
PFI方式では，民間が図書館の設計・建設から始まり，開館後の運営業務，施設の維持管理業務など
を全面的に担うケースが多いなか，山梨県立図書館のPFI導入形態は例外的である。
　このPFI方式は，運営業務要求水準書によるサービスの質の保証，モニタリング制度の導入によ
る評価など，今後の図書館サービスにおける官民パートナーシップのあり方として注目される方式で
ある。PFI方式による民間委託については後ほど詳しく検討することとし，次節ではNPO法人への
部分委託について各図書館での取り組みと，その導入に至る考え方を見ておきたい。
4．1　図書館サービスとNPO
　表4に示した図書館におけるNPO法人への委託について，宮崎市立図書館と鳴門市立図書館を取
り上げその範囲，目的を中心に，図書館サービスとNPO法人との官民パートナーシップについて
考察する。
4．1．1宮崎市立図書館52）・53）・M）
　宮崎市立図書館は，NPO法人「MCLボランティア」に対して，平成12年から窓口業務などを中
心に図書館業務の一部委託を開始している。平成14年4月からは子ども図書館の運営を委託し，平成
16年4月からは，施設の維持・管理を除く図書館業務の大半を委託している。運営体制（平成16年
4月時点）については，市職員3人（館長，主幹，主査）とNPO法人「MCLボランティア」事務
局職員26名からなっている。
　図書館業務にNPOを導入する目的について，当時の宮崎市教育委員会生涯学習課主査の川野は次
のように指摘している。
　　　宮崎市は「九州一のボランティア都市」を目指し，ボランティア活動支援のための基本方針を
　　定め，様々な施策を展開している。
　　　その中で，自ら進んで地域における様々なニーズや課題に取り組むボランティア活動等の公益
　　的な市民の活動を広く支援していくことが重要と考えられ，その場として誰もが気軽に身近に利
　　用でき，直接運営に参画できる市立図書館が考えられた。
　　　市とボランティア団体とが対等なパートナーシップに基づいた協働関係をつくり，市民への良
　　質なサービスを提供し市民に開かれた親しみやすい図書館づくりに努めているところである。55＞
　このように，宮崎市教育委員会は，「公益的な」市民活動支援の場として，また市民活動団体とし
てのNPO法人と市とのパートナーシップによる協働関係の構築の場として市立図書館を選定したこ
とがわかる。
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　NPO法人「MCLボランティア」への委託範囲は図書館業務全般に及んでいる。すなわち，①レ
ファレンス業務を含む利用サービス業務全般，②図書館資料の選定・収集・組織化，③図書館ネット
ワーク事業（市立小・中学校を対象とする調べ学習体験学校への定期配本，公民館への定期配本な
ど）をはじめ，移動図書館事業，各種行事の企画・運営広報業務図書館コンピュータシステムの
運用などである。
　それに対して，市職員は館長を含め3名いるが，市職員の主な業務内容は，施設の維持・管理図
書館運営にかかわる基本方針の策定や蔵書構成の根幹をなす選書決定，図書館協議会の運営，図書館
費予算の編成執行など，管理部門の業務を担当している。
　このように，市職員は運営方針の策定や選書決定など，スタッフとしての役割を担い，図書館サー
ビスの実務各種サービスの提供など，ラインにあたる業務はNPOが担っていることがわかる。
　このような役割分担は，“委託者と受託者という関係の中でNPO本来の目的である市民主導によ
る図書館サービスが達成できるかどうか問題”56）との指摘が示すように，NPOと行政との対等なパー
トナーシップという点で疑問が残る。
　以上の宮崎市立図書館におけるNPOと行政との関係は，政策策定の権限を行政側においた「公共
サービス移行型」であり，政策立案事業評価を対等の立場で協働する「行政とNPOの対等協働型」
への展開を図ることが今後の課題といえよう。すなわち，サービスを要望し，需要する側であった市
民が，サービスの提供者側にもなるNPOの特徴を反映させるためには，運営方針の策定，新たなサー
ビス計画の策定にもNPOが参画する仕組みを取り入れることが必要である。
4．1．2　鳴門市立図書館57）・58）
　鳴門市立図書館では，図書館運営の活性化と利用者サービスの向上を進めるために，平成15年度
より，NPO法人「ふくろうの森」に図書館業務の一部を委託している。業務委託の背景には，鳴門
市の財政状況の悪化による図書館予算と職員数の削減があり，カウンター業務等において支障をきた
す状況にあったことがあげられている。
　NPO法人「ふくろうの森」は，鳴門市及びその近隣…の住民に対して図書館活動のボランティアに
関する事業を行い，文化活動に寄与することを目的として，平成14年2月に特定非営利活動法人の認
証を受けて設立されている。設立にあたっては，元館長や読み聞かせのボランティアを中心に，広く
市民の参加を呼びかけている。
　このNPO法人に委託されている業務内容は，①開館時間の延長に対応したカウンター業務の支
援，②移動図書館による配本の支援③図書館に関する諸行事の企画・運営への参加，④その他，協
議の上，市が指定する業務である。
　NPO法人への図書館業務の一部委託の目的について，当時の副館長の楠は次のように述べている。
　　　図書館業務の一部委託は，予算及び人員の不足による利用者サービスの低下をくいとめ，鳴門
　　市立図書館と「ふくろうの森」が協働し，運営を進めることにより図書館活動の活性化を図り，
　　利用者ニーズに応えるサービスのさらなる向上を実現したいと考え，計画されたものである。
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　　　（中略）こうした取り組みによって，自ら進んで地域における様々なニーズや課題に取り組む
　　ボランティア活動等の公益的な市民の活動を広く支援していくことにもなるのである。59）
　さらに，行政の役割について，楠は次のように指摘している。
　　　予算が少なくなれば住民に直結するサービスがあっても見直しを迫られる場合がある。しか
　　し，そのときに安易に切り捨てるのであれば，それをもって「行政改革」ということはできない。
　　私は，行政の仕事は限られた予算のなかで，よりよいサービスをするために知恵を絞り，汗を流
　　し，頭を下げることであると思う。「ふくろうの森」への図書館業務の一部委託も限られた予算
　　を最大限に有効活用するために考え出されたものである。もちろん，「予算がないからボラン
　　ティアでやってください」では，とうてい市民の理解は得られない。そのため，今回の業務委託
　　は，行政側の図書館運営に対する努力を前提とした上で，「ふくろうの森」に「支援」してもら
　　うといった内容である。60）
　このように，財政悪化による予算の削減のなか，サービスの低下を招くことがないように，行政側
は市民に協力を求め，市民の側にも公益的な市民活動への参加の意思をもった市民団体が既に存在し
ていたことが，官民のパートナーシップの実現を可能にしたと見ることができよう。
　鳴門市立図書館におけるNPOと行政との関係は「公共サービス移行型」に該当するが，政策・方
針の策定まではNPOに委譲していない。鳴門市立図書館も，宮崎市立図書館と同様図書館サービ
スの実務は担うが政策・方針の策定の権限は行政側にある点で，対等なパートナーシップを実現し
ているとは言い難い状況である。
4．1．3　山中湖情報創造館61）・6at
　山中湖情報創造館は，NPO法人「地域資料デジタル化研究会」が建設段階から関わり，全国で初
めて指定管理者として図書館の管理運営にあたっており，館長職には同法人の理事長が就任してい
る。同じNPO法人でありながら，宮崎市立図書館や鳴門市立図書館が業務の一部を委託しているの
に対して，山中湖情報創造館は，公設民営型としてNPO法人が図書館サービスに関する政策・方針
の策定などを含む図書館の管理運営全般を担っている点に大きな特徴がある。北九州市立図書館も指
定管理者制度を導入しているが，図書館運営に関わる全市的な方針決定や，購入図書の決定等の図書
館の基幹的業務はこれまでどおり教育委員会が行うことになっており，同じ指定管理者でありなが
ら，その役割と権限の範囲は大きく異なっている。
　指定管理者として図書館の管理運営全般をNPOが担う意義を館長補佐の丸山は次のように述べて
いる。
　　　地域住民もNPOに参加すれば，利用者の立場からだけでなく，施設の運営にかかわることが
　　できるのです。（中略）
　　　そして，次第に自分たちの公共施設という姿勢がでてくる。NPOが指定管理者となるメリッ
　　トは，市民参加で運営を担うというところにあるのではないでしょうか。63）
　このように指摘できるもの，図書館サービスの実務を担うだけでなく，政策・方針の策定までも
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NPO側が受け持っているからであろう。
　一方，行政側（山中湖村教育委員会）は指定管理者制度導入のねらいについて次のように指摘して
いる。
　　　最初は指定管理者ではなく，直営方式で司書2名を採用し，ほかに臨時，アルバイトを置く考
　　えだった。（中略）指定管理者制度に踏み切ったのは，柔軟な勤務体制が組める上，運営コスト
　　も削減できることが大きい。64）
　人件費の大幅な削減にもかかわらず，夜間や休日開館の実現など，利用者へのサービス向上が図れ
るというのが，行政側の指定管理者導入の意図であることがわかる。
　山中湖情報創造館の取り組みとして注目されるのが「選書ッアー」である。これは，村民にも図書
館づくりに参加してもらうことを目的に，参加者が書店で本を選ぶというものである。その是非はと
もかく，こうして資料選択という図書館サービスの根幹に関わる活動を独自に企画し実施できるの
も，図書館の政策・方針の策定を含めた業務が指定管理者のNPOに委ねられているからといえよう。
　この山中湖情報創造館におけるNPOと行政との関係は，政策・方針の策定権限をも含めた「公共
サービス移行型」に属する。ただし，『山中湖情報創造館の設置及び管理条例』によれば指定管理
者の業務範囲を決定する最終権限は行政側にあることから，NPOは行政に政策を提言する役割を担っ
ているという関係が成り立つので，「NPOから行政への政策提言型」に属する側面も認められる。こ
のように，山中湖情報創造館は，NPOが政策提言能力を有している点で，宮崎市立図書館や鳴門市
立図書館とは大きく異なっている。
4．1．4　高知こどもの図書館65）’66）t67）
　高知こどもの図書館は，NPO法人「高知こどもの図書館」の独自事業として，1999年12月に開館
した。NPOとしての法人格を得ることになった理由は，市民の組織＝任意団体に共通する信用度と
実務上からであり，支援にあたり行政から出された条件でもあったという。ただし，行政は，高知県
立図書館新館建設・移転にともない，移転後の施設を無償で提供しているだけにすぎない。開館にあ
たり，高知県は，高知県こども課新規事業「子ども図書館整備費」として，改修費用を負担している
が，図書館運営に関する財政支援を一切行っていない。以上から，施設提供を無償で受けているとい
う点でNPOと行政との関係は，第2型の「NPOに対する支援」にあたるものの，運営に関する資
金提供が一切ないことを考えるならば支援とは名ばかりのものといえる。
　高知こども図書館の課題について，理事長（当時）の浜垣は次のように指摘している。
　　　　自由な運営と柔軟な対応ができることは確かにNPOならではのメリットであるが，財政の
　　　不安もまた大きい。（中略）
　　　　開館以来，高知県からは建物の無償貸与を受け，光熱水費は「こども課」が負担している。
　　　しかし，県の財政難により，この支援の打ち切りも検討されそうだとの噂も聞く。万一，その
　　　ような事があればその時点でこどもの図書館の運営は不可能となる。それでもなお，こども
　　　たちを目の前に見ることは，それ自体「力」である。こどもと本をつなぐこと一それが，こ
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　　　どもたちの未来に手を貸すことだと信じ，支援を呼びかけ続けたい。OS）
　少子化の時代を迎え，こどもの教育は大きな国民的課題であり，また国の最重要政策課題ともなっ
ている今日，こどもの健全な育成は地方公共団体においても最優先課題として取り組むべき事業のは
ずである。こどもの本と文化の発展を図り，こどもの健全な育成に貢献しようとしている高知こども
の図書館の運営に対して，行政側からの支援が事実上，一切ない現状は大いに批判されてしかるべき
であろう。こどもの健全育成に資するこどもの読書環境の整備は，本来，行政の最優先課題として，
行政自身が取り組むべき公共サービスのはずである。
　高知こどもの図書館と行政との関係は，施設提供という範囲ではあるが「NPO支援型」に属する。
同時に，高知こどもの図書館はこどもの読書環境整備という行政が担うべき最重要政策を行政側に提
言していると見るべきであり，行政との関係は，「NPOから行政への政策提言型」に属するとして捉
える必要がある。問題は，行政側がその政策の重要性を十分に受けとめていない点にある。
4．2　図書館サービスとPFI
　公立図書館の管理運営にPFI方式を最初に取り入れたのが，桑名市立図書館である。内閣府PFI
委員会によればその後は，表4に示した通り，現時点で杉戸町生涯学習センター（その一部に図書
館を設置）と稲城市立中央図書館においてPFI方式による図書館サービスが提供されている。今後，
PFIの導入を予定している図書館には，東京都の府中市立図書館長崎市立図書館　さらには仙台市
の宮城野区立文化センター（その一部に図書館を設置）があげられる。また，山梨県立図書館におい
ても，業務の一部にPFI方式の導入が計画されている。
　それでは，PFI事業による図書館サービスにおける官民パートナーシップがどのように設定されて
いるのかを，入札に参加するPFI事業応募者に示された『運営に関する業務要求水準書』をもとに
見ていくことにする。ここでは，2006年7月にサービスを開始した稲城市立中央図書館と，2009年
4月に開館予定の山梨県立図書館について取り上げる。
4．2．1稲城市立中央図書館における官民パートナーシップ
　稲城市は，地域の情報拠点および創造と交流の場となることを目指し，平成15年6月に稲城市立
中央図書館の基本方針を発表している。69）それを受けて，同年7月には，実施方針を公表し，稲城
市立中央図書館等整備事業については，民間の資金，経営能力及び技術的能力の活用を図るために
PFI方式を導入することを明らかにしている。70＞実施方針の公表後，事業者の選定と決定を経て，
中央図書館の建設が進められ，2006年7月に開館の運びとなった。
　図書館運営における行政とPFI事業者との役割分担については，“社会教育施設としての公共性・
公益性を十分確保したうえで民間のノウハウを最大限活かすことを基本とし，以下の視点に基づき
公・民役割分担を行うこととする，”71）とし，具体的に次の4点があげられている。
　　・図書館の運営理念や全市の図書館サービス網の構築といった運営の根幹に関わる事項につい
　　　ては本市が行う。
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　　・他自治体の図書館との連携・協力，市内の学校教育施設との連携ボランティアとの連携につ
　　　いては，従来通り本市が主体となって行う。
　　・奉仕的業務に係わる各種サービスの企画はこれまで培われた図書館職員のノウハウに加え，
　　　PFI事業者の新しい発想企画力，技術力，効率的サービス提供能力を最大限に活かし，より
　　　質の高いサービス提供を目指す。
　　・図書館資料の選定・調達にあたっては，本市が図書館資料の基本方針を示し最終的な決定権を
　　　持つ。PFI事業者は示された図書館資料選定方針に基づきPFI事業者の有する流通1青報ニー
　　　ズ情報と併せて市民のニーズを的確に捉えた新鮮な図書館資料確保を実現する。72）
　特に，利用者サービス（奉仕的業務）については，“各種運営・サービスに関する方針策定・計画
決定は本市が行い，サービス内容の計画（案）作成・企画・運営等はPFI事業が行う。”73）と規定さ
れている。
　以上の役割分担の考え方から，行政が担う領域は，サービスの基本方針の策定と計画の決定にある
ことがわかる。サービスの計画作成や企画はPFI事業者の役割であり，行政は提案された計画・企
画を最終的に決定し，承認する任にあたることになる。
　行政の役割として重要な点は，要求水準に照らして評価を行うモニタリングの実施である。稲城市
では，入札資料である『モニタリング及び維持管理運営業務にかかる対価の減額について』のなかで，
モニタリングの基本的な考え方を次のように述べている。
　　　本市は，維持管理運営に係わる各業務について，入札時に本市が提示した要求水準及びPFI
　　事業者が作成した事業者提案書並びに業務計画書に基づいて適正かつ確実なサービス提供の確
　　保がなされているかどうかを確認するため，PFI事業者により提供される公共サービスの水準を
　　監視測定評価する。モニタリングにより事業計画書等に規定する業務水準書が達成されてい
　　ない，又は達成されていないおそれがあると判断した場合には，是正勧告，対価の減額，契約解
　　除等の措置を行うものとする。74）
　このように，PFI事業者が提供するサービス内容が要求水準書の内容を満たしているかどうかを行
政が監視することになる。監視する側としての行政と，監視される側のPFI事業者との関係は対等
な官民パートナーシップとはいえないものの，サービスの水準を維持するための方策として，行政に
よるモニタリングの実施は不可欠である。
4．2．2　山梨県立図書館における官民パートナーシップ
　山梨県では，県立図書館，生涯学習センター及び集客・交流施設を一体的に整備する新たな学習拠
点の設置を計画している。75）運営にあたっては，PFIをはじめとする民活を導入する方針であり，
民活導入の必要性について次のように述べている。
　　　公共図書館サービスは無料を原則としています。今後も，将来にわたって無料の図書館サービ
　　スを継続していくためには，現状のサービス提供コストや今後導入が想定される公共貸与権によ
　　る負担増も認識しておく必要があります。
93
図書館サービスの公益と官民パートナーシップ
　　　また，現在の経済状況を踏まえると，新たな学習拠点において，継続して質の高いサービスの
　　提供を行っていくためには，PFIの導入，指定管理者制度の適用，公設民営など民活手法の導入
　　により，限られた行政財産の効率的な運用を行い，事業全体のコスト縮減と県民向けサービス水
　　準向上を図っていく必要があります。76）
　実際に民間に委託する業務については，「新たな学習拠点の運営業務における官民役割分担に関す
る基本方針」のなかで次のように指摘している。
　　　新たな学習拠点全体の運営方針策定や公共性の高い事業の実施などの中核業務は，県の施策と
　　の一体性や行政サービスとしての専門性を確保する観点から，県が直接実施する。
　　　中核業務以外のフロア・サービスや貸しスペースの運営など，民間の能力を有効かつ長期的に
　　活用することが可能となる業務については，選定事業者が実施する。77）
　ここで，中核業務とされているのは，レファレンス事業であり，資料に関する相談や情報検索など
のサービスを，司書として専門的な知識やノウハウを有する県スタッフが実施するとしている。78）
具体的には，レファレンスサービス方針の策定はもとより，レファレンス質問への回答レファレン
ス事例のデータベース化も県スタッフの担当となっており，民間事業者の役割は単に問い合わせを取
次ぐ業務に限定されている。
　民間事業者が主として担当する事業は，資料の選定・発注・受入，資料の貸出・返却など，資料・
施設提供事業である。ただし，資料提供方針の策定，選定・収集方針の策定，目録・分類方針の策定，
資料の管理・保存方針の策定は，すべて県スタッフの担当である。では，実際に民間事業者が担当す
るのは何かいえば，貸出・返却，発注・受入作業，分類作業などの実務と，貸出・閲覧計画の作成
年度資料購入計画の作成，資料管理・保存計画の作成である。79）
　レファレンスサービスを中核業務として位置づけ，民活といいながらも，行政側が専ら対応すると
いう山梨県立図書館の方針は例外的である。前述の稲城市立中央図書館をはじめ，PFIを既に導入し
ている図書館あるいは今後PFIの導入を予定している図書館においては，レファレンスサービス
の実務は民間事業者の担当である。この山梨県立図書館の方針については，図書館サービスにおいて
中核業務と非中核的業務という線引きの根拠が不明である。貸出・閲覧サービスは民間事業者の担当
であるから，非中核的業務として位置づけているわけだが，貸出・閲覧サービスは公立図書館が県民
の知る自由を保障するサービスであり，中核的業務のはずである。貸出作業が事務的に行われること
を理由に非中核的業務とみなすのは大いに疑問である。図書館サービスを中核と非中核に分離するこ
とを認めるとしても，非中核的業務を民間事業者に委託するという方針は，民間事業者の意欲を低下
させるばかりであり，民活導入のねらいであるはずの対等な官民パートナーシップの考え方からも逸
脱するものといえよう。
4．3　図書館サービスにおける官民パートナーシップの意義と課題
　表4に示した図書館の一部について，PFI方式およびNPOによる図書館サービスの提供における
官民の役割分担を，レファレンスサービス，資料提供サービス，選書業務について示したのが表5で
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ある。行政の基本的な役割は，サービス方針の策定であり，民間事業者の主な役割は，サービス計画
の作成とサービス提供の実務にあることがわかる。NPOへの委託の場合には，その多くが計画の作
成自体も行政の側の役割となり，NPO側は定められた方針と計画にしたがって，サービスを実施す
る役割を担っているだけの存在である。そうしたなかで，山中湖情報創造館を運営するNPOのみが，
サービス方針の策定，計画，実施のすべての側面を担っている点が注目される。
　さて，PFI事業における行政の重要な役割は，モニタリングによるサービスの監視・評価にある。
このモニタリングは，選定事業者による公共サービスの履行に関し，約定に従い適正かつ確実なサー
ビス提供の確保がなされているかどうかを確認する重要な手段であり，選定事業により提供される公
共サービスの水準を監視（測定・評価）する行為をいう。80）
　このモニタリングは，具体的には，要求水準書で定められているサービス項目の内容が達成されて
いるかを測定，評価するものである。したがって，要求水準書の内容が重要となり，同書の中で図書
館サービスの各内容についてどのように細分化し，その内容を具体的に定めているかが問題となる。
　PFI方式による図書館の管理運営はまだ始まったばかりであり，モニタリングが実際にサービスの
水準を維持するうえでどの程度機能するかは今後の各図書館からの報告等に待つことになる。しか
し，PFI導入以前の行政による直営方式による図書館の管理運営においては，要求水準書に相当する
ような詳細かつ具体的な業務・サービス内容の規定を設け，公表している図書館は少ない。仮に，要
求水準に相当する規定を設けている場合でも，PFI事業のように，広く市民に公表される事例は多く
ない。さらに，モニタリングのように，サービス内容を具体的に評価するシステムを組み込んでいる
図書館は少なく，たとえ，その種の評価システムをもつ図書館であっても，広く公表されてはいない
のが現状である。
　以上の点から，民間活力の導入方式としてPFIは，次の2点で優れた方式である。第一に，要求
水準書を通じて図書館サービスの具体的な内容を明確にし，広く市民に図書館サービスの内容とその
水準を公表していること。第二に，利用者へのアンケート調査を含むモニタリングによるサービスの
評価を実施し，適正なサービスの提供がなされていない場合には改善する仕組みを取り入れているこ
と。
　このPFIの導入にあたっては，行政に求められる責任は極めて大きいものとなる。すなわち，行
政には民間事業者が提供する図書館サービスを要求水準にしたがって不断に測定，評価し，監視する
ことが求められる。このような監視にあたる行政スタッフには，図書館サービスに関する高度な専門
的知識・技術への理解と経営管理能力が不可欠である。PFI方式による図書館の管理運営の成否は，
行政側に高度な専門性と経営管理能力を備えた司書の存在が必須の条件といえる。
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表5　図書館サービスにおける官民役割分担
官民役割分担
指定管理者
サービス 業務内容
PFI NPO
i部分委託） NPO民間驪ﾆ
山梨 稲城 長崎 鳴門 宮崎 山中湖 北九州
官 民 官
? ? ? ?
民 官 民 官 民 官
?
サービス方針の策定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
レファレン
X業務
レファレンスの回答 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
レファレンスの記録（事
痺fータベース化等） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
資料提供方針の策定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○資料提供業ｱ 資料の貸出・返却 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
選書計画の策定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
選書業務
選定作業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
注：山梨：山梨県立図書館稲城：稲城市立中央図書館長崎；長崎市立図書館鳴門：鳴門市立図
　　書館，宮崎：宮崎市立図書館，山中湖：山中湖情報創造館，北九州：北九州市立門司図書館・戸
　　畑図書館
おわりに
　政府による公共サービスの民間開放政策のもと，公立図書館の管理運営にPFI方式を中心に本格
的な民間活力の導入が図られようとしている。公立図書館では，これまでにも，その業務の一部を民
間に委託してきた歴史があるが，今進行しつつある民間開放の動きは，それとは一線を画すものであ
る。図書館サービスを担う市民団体がNPOという法人格を得て正式に活動することが可能となり，
またPFIや指定管理者という全面的に図書館運営を民間が担うことが可能な方式に法的根拠が与え
られている。このことは，図書館サービスへの民間活力の導入が単なるコスト削減の一手段という
ことではなく，図書館サービス提供のための正式な制度として社会的に確立されたものであることを
意味する。いま，公立図書館のサービスは，官民パートナーシップによる市民協働に立脚した新たな
段階に入ったといえよう。
　ただし，図書館サービスへの民間開放において十分に留意すべきことは，障害者など，社会的弱者
へのサービスが，コストや効率性の観点から低下，縮小されるようなことがあってはならない，とい
うことである。また，現在のところ，図書館サービスの無料制は維持されているが，民間開放がさら
に進むとき，サービス提供に必要な安定的財源の確保のために，有料制が導入される事態を否定はで
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きない。しかし，社会的正義の観点からも，社会的弱者へのサービスの質を低下させてはならず，経
済的格差による利用者の選別も行ってはならない。社会的弱者へのサービスの充実と無料制は，U一
ルズの正義論が示しているように，民間開放の考え方の根拠となっている功利主義的公益観からも支
持される方針であることを，銘記する必要がある。
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